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1. はじめに 

南海トラフ地震では，太平洋沿岸の広い地域に 10m を超

える大津波襲来が想定されている 1)。このように甚大な被

害が想定される中で注目されているのが，事前復興計画で

ある。事前復興計画とは，“復興体制，復興手順，復興訓練，

基礎データの整理，分析，復興まちづくりの実施方針を含

めた総合的な計画のこと”であり，国は国土交通省におい

ても，事前復興の重要性を説いている 2)。しかし，全国的

にも事前復興計画の策定は進んでいない。 

既往研究として，村上ら 3)は事前復興の取り組み状況を

明らかにしているが，策定されている事前復興計画の内容

までは明らかにしていない。また，佐藤ら 4)，小倉ら 5)は 

事前復興計画策定における手法や課題などの知見を実際

の事例をもとに整理しているが，計画の具体的な内容の提

案までは至っていない。 

そこで本研究では， 計画策定の推進をはかるため，自治

体が事前復興計画策定に効率的に取り組めるようにする

ことを目的として，事前復興計画の内容について検討し，

提案を行う。具体的には，まず，研究対象地域の諸データ

を収集し，基本的分析から佐伯市の現状を把握する。次に，

策定済みの事前復興計画の分析を行い，事前復興計画にお

いて地域性がみられる部分や主にどのような施策が計画

されているかなどを明らかにする。最後に，佐伯市におけ

る事前復興計画の内容の提案を行う。  

 

2. 強化地域の調査 

2.1 研究対象地 

 本研究では，「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地

域」6)（以下，強化地域）指定自治体の 139 自治体を対象

とする。また，計画内容の提案対象地域は，大分県内でも

南海トラフ地震における被災リスクが高い佐伯市を対象

に行う。 

 

表 1 調査項目 

 

2.2 特別強化地域指定市町村の調査結果 

 「各種計画・指針の策定状況」については，139 自治体

中，総合計画は 133（95.7%），都市計画マスタープランは

109（78.4%）と多くの自治体で策定されているのに対し，

事前復興計画を策定している自治体は富士市，土佐清水市，

香南市，美波町の 4 自治体のみ（2.9%）と，事前復興計画

を策定している自治体は少なかった（2022 年 8 月時点）。 

調査テーマ 調査項目 

各自治体の概要 

2015 年総人口（人） 

2045 年将来推計総人口（人） 

高齢化率（%） 

面積（ha） 

DID 面積（ha） 

線引きの有無 

都市計画区域面積（ha） 

市街化区域面積(用途地域)（ha） 

都市機能誘導区域面積（ha） 

居住誘導区域面積（ha） 

第 1 次産業就業者の割合（%） 

第 2 次産業就業者の割合（%） 

第 3 次産業就業者の割合（%） 

農家数（戸） 

林業経営体数（経営体） 

漁獲量（t） 

事業所数（製造業）（箇所） 

製造品出荷額等（万円） 

商店数（箇所） 

年間商品販売額（百万円） 

各種計画・指針の 

策定状況 

（2022 年 8 月時点） 

総合計画 

都市計画マスタープラン 

立地適正化計画 

防災指針 

県の事前復興指針 

地域防災計画 

地区防災計画 

事前復興計画 

事前復興まちづくり計画 

国土強靱化地域計画 

南海トラフ地震 

被害想定 

最大震度 

最大津波高（m） 

1m の津波到達時間(分) 

浸水面積_30cm 以上（ha） 

災害リスクのある 

区域の指定状況 

災害危険区域（ha） 

急傾斜地崩壊危険区域（ha） 

地すべり防止区域（ha） 
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 また，「災害リスクのある区域の指定状況」は，千葉県の

南房総市では地すべり防止区域が 1766.2（ha）であるのに

対し，0（ha）の自治体が 100 以上もあり，自治体間でばら

つきがみられた。 

 「各自治体の概要」と「南海トラフ地震被害想定」の調

査結果については，3 章にて調査したデータを用いて分析

を行うため省略する。 

 

3. 強化地域の分析 

 事前復興計画の提案を行うにあたり，佐伯市の現状を把

握するため，強化地域のデータの分析を行った。 

3.1 人口の比較 

 図 1 は強化地域の人口のグラフである(1)。強化地域では，

人口 5 万人以下の自治体が 100 と多い。佐伯市の人口は約

7 万人であるため，強化地域においても人口が多い自治体

である。 

 

 

図 1 人口の比較 

 

3.2 産業の比較 

 図 2 では林業経営体数を比較した(2)。林業経営体数が 50

以下の自治体が多い中，佐伯市は 300 以上の林業経営体が

あるため，林業が盛んである。 

 

 

図 2 林業の比較 

 

3.3 災害リスクの比較 

図 3 では南海トラフ地震被害想定の最大津波高，1m の

津波到達時間をそれぞれ x 軸，y 軸にとり，バブルの大き

さを人口として，災害リスクを比較した(3)。事前復興計画

を策定している自治体は津波到達時間が短いことがわか

る。また，佐伯市は香南市の近くに位置しており，同じよ

うに災害リスクが高い。 

 

図 3 災害リスクの比較 

 

4. 事前復興計画の分析 

強化地域のなかで策定済みの富士市事前都市復興計画，

香南市事前復興計画，土佐清水市南海トラフ地震対策行動

計画を対象とし，事前復興計画の分析を行った。土佐清水

市の計画は計画名に事前復興計画とは付かないが，内容が

事前復興計画に近いため対象とした。美波町の事前復興計

画は，自治体の HP に掲載されておらず内容が確認できな

かったため，分析の対象から除外した。 

4.1 事前復興計画の分類  

 3 市の計画の違いを調べるため，まず，各計画とその上

位計画との比較，各計画の目次の比較を行った。目次の比

較は，沼田ら 7)を参考にし，各計画の章，節，項の対応を

横並びで表を作成して行った。その結果，表 2 に示すよう

に，富士市と香南市の計画には類似した点が多いことがわ

かったため，富士市と香南市の計画を「富士市型」，土佐清

水市の計画を「土佐清水市型」に分類した。 

 

表 2 事前復興計画の分類 

 

富士市型の計画は総合的に復興まちづくりについてま

とめた計画，土佐清水市型の計画は防災に特化した計画と

なっていることがわかった。また，計画の大枠は，香南市

のように既存の計画を参考にして作成することができる

ことがわかった。 
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復興計画 

香南市事前
復興計画 

土佐清水市南海トラフ 
地震対策行動計画 

上位計画 

・ 富士市都市計画 

マスタープラン 

・ 富士市地域防災計画 

・ 富士市総合計画 

・ 香南市 

振興計画 
・ 土佐清水市地域防災計画 

上位計画 
との関係 

都市計画マスタープラン 

→将来都市構造図などが引用され 

まちづくりが参考にされている 

 

地域防災計画 

→防災に関する施策が 

参考にされている 

 

総合計画（振興計画） 

→計画全体に影響が与えられている 

地域防災計画 

→各章が明確に対応しており,

強い関係性がある 

目次の比較 

富士市・香南市の計画の 

記述が類似しており 

香南市の計画は，富士市の計画を 

参考に作成されたことがわかる 

 

ただし，区分「目標・基本理念」内の節の 

記述には違いがある 

富士市型の計画と 

比較すると含まれて 

いない部分が多い 

（主に「復興プロセス編」） 

 
 

 
 

 富士市型 土佐清水市型 
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4.2 事前復興計画の地域性 

 さらに，計画を作成した自治体の地域性が出ている部分

を明らかにするため，4.1 の目次の比較で違いがみられた

「目標・基本理念」内の具体的な施策を，目次の比較と同じ

方法で比較した。表 3 に各計画にのみみられた独自の施策

をまとめる。 

 富士市独自の施策は，復興地区区分（市街地の特性など

に応じて設定されたまちづくりの主体性などが異なる復

興地区区分 8)）の設定が特徴的である。この区分が設定さ

れたのは，富士市の規模（面積や人口）が大きいためだと

考えられる。 

香南市独自の施策は，住宅や生活，産業に関する施策が

多い。これは，香南市の事前復興計画の理念や市の現状に

基づいている。 

土佐清水市独自の施策にリスクマネジメント系の施策

が多いのは，土佐清水市の計画がそもそも事前に実施すべ

き具体的な取組をまとめたもの 9)だからである。 

このように，具体的な施策に地域性が出ていることがわ

かった。 

 

表 3 独自の施策 
計画名 独自の施策 

富士市事前都市 
復興計画 

• 復興地区区分の設定に基づく事業の推進 
• 地区計画制度によるまち並み誘導 
• 農産物・水産物のブランド化と販売促進 
• 復興まちづくりコーディネーターの派遣 
• 復興まちづくりの有識者やＮＰＯ等の 
 中間⽀援組織との連携 
• 復興プロセスの周知のためのチラシ等の配布 
• 各復興段階における住民説明会等の実施 
• 復興業務等に関する相談窓口の設置 

香南市 
事前復興計画 

• 各種公共土木施設等の災害復旧 
• 防災活動体制の強化 
• 復興都市計画、地区復興まちづくり計画の策定 
• 基盤未整備地域の防災機能を確保する整備 
• 災害公営住宅の整備・供給 
• 将来の災害へ備えた住宅の補強対策 
• 帰還する方の移転費用の補助や 
住宅再建・確保の支援 

• 人材の育成・確保 
• 新たな販路の開拓・拡大 
• 分野を超えた連携による産業の創出 
• 観光業の推進 
• 雇用の維持・確保の支援 
• 生活再建に向けた支援・相談・情報提供 
• 被災者への経済的支援 
• 地域の安心・安全の確保 
• 安心で安全な子育て環境づくり 

土佐清水市 
南海トラフ 

地震対策行動計画 

• 住宅の耐震化 
• 学校等の耐震化 
• 公共施設の耐震化 
• その他建築物の耐震化 
• 家庭における室内の安全対策 
• 学校等の室内の安全対策 
• 公共施設の室内の安全対策 
• 防災拠点施設の整備 
• 災害時の医療救護体制の充実・強化 
• 消毒・環境衛生体制の整備 
• 遺体対策の推進 
• 避難所・福祉避難所の確保と運営 
• 避難者等のための食糧等の備蓄 
• 被災者⽀援のための体制整備 
• 事業所等の事業継続計画策定の促進 
• 情報収集・伝達体制の強化 
• 消防力の充実・強化 
• 津波からの避難対策 
• 土砂災害対策の推進 
• 防災教育・訓練の充実・強化 
• 災害時要配慮者の避難体制の整備 
• 応急活動体制の整備 
• 応急期における各種機能の適正配置 
• 応援部隊・物資等の受入体制の整備 
• 応急活動用燃料の確保 孤立対策の推進 

 

4.3 テキストマイニングによる事前復興計画内の施策のテ

ーマ把握 

 最後に，事前復興計画の施策はどのようなテーマに分

けられるかを把握するため，3 市の具体的な施策のテキス

トデータで共起ネットワークを作成した(4)。施策は，01

危機管理（災害前後），02 計画の策定，03 リスクマネジ

メント（災害前），04 産業の再生，05 災害時の金融支

援，06 公共物の整備，07 住民からの相談対応，08 津波か

らの避難，09 建築制限，10 人材育成に分けられた。 

 

 

図 4 施策に使用されている語の関係 

（共起ネットワーク） 

 

 以上，事前復興計画の分析を行った。これにより，まず，

強化地域で策定済みの事前復興計画は，総合的に復興まち

づくりについてまとめた富士市型の計画と防災に特化し

た土佐清水型の計画に分類できた。計画策定が進まない自

治体は，大枠はこれらの計画を参考にして計画を作成する

ことができると考えられる。また，大枠は同じでも，計画

内の具体的な施策に各自治体の地域性がでており，各自治

体の規模や市の現状などが反映されることがわかった。さ

らに，施策は主に 10 つのテーマに分けられることがわか

った。 

 

5. 佐伯市における事前復興計画の提案 

5.1 富士市や香南市の計画から改善した方がよい点 

 事前復興計画を見ていく中で，既存の計画から改善し

た方がよいと考えられた点を提案する。 

 まず，香南市の計画は，目標・基本理念を含む復興ビ

ジョン編以外は富士市の計画をほぼ踏襲して作成してい

る。よって，復興プロセス編なども各自治体で独自性を

もたせて作成する必要があると考える。 

 また，富士市の計画の「富士市の現状」の部分の対象

災害は津波・液状化のみである。よって，対象災害に土

砂災害や洪水も含める必要があると考える。 

 さらに，まちづくり事業には長い時間が必要だが，そ

の間も被災者は健康を維持し，仕事・収入の確保をする

必要がある。過去の震災では，移転先の用地確保が進ま

ない状況で，人々が集団移転などのプロセスから外れる
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ことが多くあった 10)。よって，復興プロセス編の復興期

間の設定も重視する必要があると考える。 

 

5.2 佐伯市における事前復興計画の提案 

佐伯市における事前復興計画作成の重要な点を，強化地

域や事前復興計画の分析結果などをもとに提案する。 

 まず，3 章で示したように佐伯市は比較的人口が多いた

め，事前復興計画の地域性が出る「目標・基本理念」の部

分で，復興地区区分の設定を取り入れる必要がある。また，

同様に，林業が盛んであるため，「市の現状」の部分でそれ

らの現状を示し，「目標・基本理念」の部分で継続・発展に

関する施策を取り入れる必要がある。 

 富士市事前都市復興計画と香南市事前復興計画では，都

市が被災した際のリスクを都市計画マスタープランで示

されている拠点と津波浸水被害想定などをオーバーレイ

することにより示している。よって，図 5 のように，被害

想定（津波により建物被害が出ると想定される部分を示し

たもの）(5)と都市計画マスタープランで示されている拠点

をオーバーレイし，都市が被災した際のリスクを示し，事

前復興計画内でどのような施策が必要か検討した。図 5 よ

り，佐伯市では，被害の出る地域生活拠点が市全体に広く

分布しており，救助が十分に行き届かない地域も出ると予

想されるため，地域におけるまちづくり活動や避難訓練な

どの施策が必要であると考えられる。また，レクリエーシ

ョン拠点に被害が出ているため，観光客の避難対策などの

施策が必要であると考えられる。 

 

 

図 5 津波による建物被害と拠点のオーバーレイ 

 

 さらに，3 章で述べたように，佐伯市は，事前復興計画

策定済みの香南市と同じように高いリスクがあるため，事

前復興計画の策定を急ぐ必要がある。 

 

６．まとめ 

本研究では，自治体が事前復興計画策定に効率的に取り

組めるようにすることを目的とし，強化地域の調査・分析，

事前復興計画の分析を行い，結果をもとに佐伯市における

事前復興計画の提案を行った。 

 強化地域の調査・分析では強化地域の人口などの現状が，

事前復興計画の分析では現在，事前復興計画には２つの型

があること，具体的な施策に計画の地域性が出ることなど

がわかり，事前復興計画の提案に活用できた。 

 しかし，本研究で分析した事前復興計画は強化地域の 3

市の計画のみにとどまっている。よって，今後は研究対象

地域を広げ，より実効性を高められる事前復興計画のプロ

トタイプの作成を進め，行政への提案も行いたい。 

 

[補注] 

(1) 国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）の 2015 年

地域別総合人口のデータを使用した。 

(2) 2020 年農林業センサス報告書の林業経営体数のデータを使

用した。 

(3) 社人研の 2015 年地域別総人口，南海トラフ地震被害想定

（内閣府）の最大津波高と 1m の津波到達時間のデータを使

用した。 

(4) 形態素解析ツール MeCab，テキストマイニングツール KH 

Coder を使用した。 

(5) 国土交通省基盤地図情報の建物の外周線の重心をとり，建

物数のデータを作成した。その建物数，250m のメッシュ，

国土数値情報の津波浸水想定のデータをオーバレイして，

250m メッシュごとの津波による建物被害を推計した。 
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